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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第38期

第３四半期連結
累計期間

第38期
第３四半期連結
会計期間

第37期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 10,692,1933,951,72711,874,930

経常利益 (千円) 969,310 366,262 605,140

四半期(当期)純利益 (千円) 452,481 43,826 456,780

純資産額 (千円) ― 9,503,1549,187,107

総資産額 (千円) ― 15,093,48114,627,435

１株当たり純資産額 (円) ― 894.97 870.61

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 42.88 4.15 42.47

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益(△純損失)

(円) 38.13 △0.55 42.40

自己資本比率 (％) ― 62.6 62.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,623,931 ― △243,481

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 45,556 ― △3,185,576

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △686,031 ― 785,979

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 2,476,2761,614,892

従業員数 (名) ― 357 324

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営む事業の内容について重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 357(171)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当四半期連結会計期間の平均人員を(　)外数で記載しておりま

す。

２　臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び派遣社員を含めております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 256(27)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、当四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２　臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び派遣社員を含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

パチンコ関連事業 2,224,953

情報・通信関連事業 1,032,805

樹脂成形事業 408,229

合計 3,665,987

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

パチンコ関連事業 1,394,5351,153,016

樹脂成形事業 660,548 376,133

合計 2,055,0831,529,150

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

パチンコ関連事業 2,411,051

情報・通信関連事業 1,092,904

樹脂成形事業 417,570

その他の事業 30,201

合計 3,951,727

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

株式会社藤商事 1,789,810 45.3

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したもの

であります。

 

(1)業績の状況 

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱、株

価の下落や米国をはじめとする海外経済の減速、急激な円高等の影響により企業収益が悪化し、設備投資の手控えや雇

用情勢の悪化など、景気の減速が鮮明になりました。 

　このような状況のなか、当社グループの主要な事業でありますパチンコ関連事業におきまして、昨年7月の洞爺湖サ

ミットに伴うパチンコホールの自粛期間経過後は、遊技機の入替が活性化するとともに、エンターテインメント性にあ

ふれ、市場のニーズに合致したパチンコ制御基板の販売が順調に推移しました。 

　また、情報・通信関連事業におきまして、コンテンツ配信サービスの販売及びCellebrite社(連結子会社；イスラエル

国)の業績が順調に推移しました。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高39億51百万円、営業利益3億96百万円、経常利益3億66百万円、四

半期純利益43百万円となりました。

①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

＜パチンコ関連事業＞ 

　自粛期間経過後は、遊技機の入替が活性化するとともに、エンターテインメント性にあふれ、市場のニーズに合致した

パチンコ制御基板の販売が順調に推移しました。 

　この結果、売上高は24億11百万円、営業利益は5億25百万円となりました。 

＜情報・通信関連事業＞ 

　Cellebrite社(連結子会社；イスラエル国)におけるモバイルデータトランスファー機器の販売が順調に推移したもの

の、デジタル機器の販売は、個人消費の減速等により低調に推移しました。 

　この結果、売上高は10億92百万円、営業損失は18百万円となりました。 

＜樹脂成形事業＞ 

　パチンコ遊技機の樹脂成形加工品の販売が低調に推移しましたため、売上高は減少しました。 

　この結果、売上高は4億17百万円、営業利益は1億13百万円となりました。 

＜その他の事業＞ 

　主要な製品は、金型及び家庭用ゲーム機対応のパッケージゲームソフトであります。 

　金型の販売が低調に推移しましたため、売上高は減少しました。 

　この結果、売上高は30百万円、営業損失は6百万円となりました。 

 

②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

＜日本＞ 

　パチンコ関連事業において、パチンコ制御基板の販売が順調に推移しました結果、売上高は32億91百万円、営業利益は3

億96百万円となりました。 

＜中東＞ 

　イスラエル子会社のモバイルデータトランスファー機器の販売が順調に推移しました結果、売上高は1億25百万円、営

業利益は1億88百万円となりました。 

＜北米＞ 

　米国子会社のモバイルデータトランスファー機器の販売が順調に推移しましたものの、仕入単価が上昇しました結果、

売上高は5億34百万円、営業損失は71百万円となりました。 
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(2)キャッシュ・フローの状況 

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、営業活動により6億90百万円増

加したことに対し、投資活動により90百万円減少したこと、財務活動により2億59百万円減少したこと等により、前四半

期連結会計期間末に比べ2億75百万円増加し、24億76百万円となりました。 

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

　営業活動の結果獲得した資金は、6億90百万円となりました。 

　これは主に、売上債権が7億90百万円増加したことに対し、仕入債務が7億96百万円増加したこと、税金等調整前四半期

純利益が2億7百万円であったこと、その他負債が1億71百万円増加したことにによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

　投資活動の結果使用した資金は、90百万円となりました。 

　これは主に、投資有価証券の取得による支出が95百万円であったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

　財務活動の結果使用した資金は、2億59百万円となりました。 

　これは主に、短期借入金が2億50百万円減少したことによるものであります。 

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

 

(4)研究開発活動 

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は4億84百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 10,840,40010,840,400ジャスダック証券取引所
単元株式数は100株
であります。

計 10,840,40010,840,400 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　①新株予約権

　　　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

第１回新株予約権
(平成14年９月４日発行)

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 658

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 131,600　(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり431　(注)２、３

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

                発行価格　  431
                資本組入額　216　(注)３

新株予約権の行使の条件 (注)１、２、３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

第２回新株予約権
(平成17年９月７日発行)

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,768

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 353,600　(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり932　(注)２、３

新株予約権の行使期間 平成19年８月１日～平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

                 発行価格　  932
                 資本組入額　466　(注)３

新株予約権の行使の条件 　(注)１，２，３

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　当該ストックオプションに係るそれぞれの行使条件及び新株予約権等の譲渡に関する事項は下記のとおりで

あります。

　　(1)新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という)は、権利行使時において、当社または当社子会

社の取締役、監査役および従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

　　(2)新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。

　　(3)その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する契約書の定めるところによる。

　　(4)新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
　また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により
払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　平成18年４月１日付けで株式の分割(1:2)を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、

発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。

　

　　②商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債

第５回無担保新株引受権付社債
(平成13年７月13日発行)

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株引受権の残高(千円) 27,200

新株引受権の行使により発行する株式の発行価格(円) 　　　　　　　　　　　425 (注)１

資本組入額 　　　　　　　　　　　213 (注)１、２

 (注)１　平成18年４月１日付で株式の分割(1:2)を行ったことに伴い、新株引受権の権利行使により発行する株式の発

行価格及び資本組入額が調整されております。

２　資本組入額は、発行価格又は調整後の発行価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場

合は、この端数を切り上げた額としております。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 10,840,400 ― 891,385 ― 904,907

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

EDINET提出書類

サン電子株式会社(E02070)

四半期報告書

10/31



(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  　288,100 ― 単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,551,800 105,518同上

単元未満株式 普通株式    　　500 ― ―

発行済株式総数 10,840,400 ― ―

総株主の議決権 ― 105,518 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権3個)含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
サン電子株式会社

愛知県江南市古知野町朝
日250番地

288,100 ― 288,100 2.7

計 ― 288,100 ― 288,100 2.7

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年　
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 410 405 448 450 380 435 421 359 400

最低(円) 367 376 385 378 322 301 286 305 315

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,463,633 1,654,448

受取手形及び売掛金 ※2
 4,643,251

※2
 3,876,191

有価証券 219,246 50,519

製品 672,226 658,490

原材料 387,564 378,074

仕掛品 96,854 188,936

繰延税金資産 200,931 202,616

その他 150,451 279,172

貸倒引当金 △32,979 △39,556

流動資産合計 8,801,180 7,248,894

固定資産

有形固定資産

土地 1,295,554 1,295,554

その他（純額） ※1
 879,394

※1
 942,584

有形固定資産合計 2,174,948 2,238,138

無形固定資産

のれん 1,837,447 2,196,904

その他 55,392 60,581

無形固定資産合計 1,892,839 2,257,485

投資その他の資産

投資有価証券 1,485,188 2,072,794

その他 870,763 945,658

貸倒引当金 △131,439 △135,535

投資その他の資産合計 2,224,512 2,882,917

固定資産合計 6,292,300 7,378,541

資産合計 15,093,481 14,627,435
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 2,902,469

※2
 2,176,506

短期借入金 830,000 1,330,000

1年内返済予定の長期借入金 36,996 36,996

未払法人税等 65,995 151,472

賞与引当金 121,560 225,974

役員賞与引当金 15,556 18,245

製品保証引当金 18,746 37,098

その他 1,029,508 890,365

流動負債合計 5,020,832 4,866,660

固定負債

長期借入金 140,759 168,506

繰延税金負債 261,284 241,430

再評価に係る繰延税金負債 13,097 13,097

退職給付引当金 111,411 95,376

役員退職慰労引当金 17,638 22,473

長期未払金 25,303 32,783

固定負債合計 569,494 573,667

負債合計 5,590,326 5,440,327

純資産の部

株主資本

資本金 891,385 891,385

資本剰余金 904,907 904,907

利益剰余金 8,422,109 8,127,912

自己株式 △126,904 △126,904

株主資本合計 10,091,497 9,797,300

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △180,665 △168,466

土地再評価差額金 △437,380 △437,380

為替換算調整勘定 △29,467 △4,481

評価・換算差額等合計 △647,513 △610,328

新株予約権 59,170 136

少数株主持分 － －

純資産合計 9,503,154 9,187,107

負債純資産合計 15,093,481 14,627,435
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 10,692,193

売上原価 5,864,510

売上総利益 4,827,682

販売費及び一般管理費 ※1
 3,866,357

営業利益 961,325

営業外収益

受取利息 25,915

受取配当金 19,475

その他 13,284

営業外収益合計 58,675

営業外費用

支払利息 16,613

為替差損 32,649

その他 1,427

営業外費用合計 50,690

経常利益 969,310

特別利益

投資有価証券売却益 55,662

特別利益合計 55,662

特別損失

固定資産除却損 ※2
 1,017

投資有価証券評価損 326,082

投資有価証券売却損 10,365

投資有価証券償還損 6,552

特別損失合計 344,017

税金等調整前四半期純利益 680,954

法人税、住民税及び事業税 128,928

法人税等調整額 99,545

法人税等合計 228,473

少数株主利益 －

四半期純利益 452,481
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 3,951,727

売上原価 2,216,024

売上総利益 1,735,703

販売費及び一般管理費 ※1
 1,338,912

営業利益 396,790

営業外収益

受取利息 8,729

受取配当金 3,298

その他 932

営業外収益合計 12,960

営業外費用

支払利息 5,128

為替差損 70,286

貸倒損失 △31,926

営業外費用合計 43,488

経常利益 366,262

特別損失

固定資産除却損 ※2
 721

投資有価証券評価損 158,044

特別損失合計 158,766

税金等調整前四半期純利益 207,495

法人税、住民税及び事業税 75,950

法人税等調整額 87,718

法人税等合計 163,669

少数株主利益 －

四半期純利益 43,826
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 680,954

減価償却費 177,293

のれん償却額 359,456

株式報酬費用 59,034

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,148

賞与引当金の増減額（△は減少） △104,414

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,689

製品保証引当金の増減額（△は減少） △14,914

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,394

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,835

受取利息及び受取配当金 △45,390

支払利息 16,613

為替差損益（△は益） 66,213

投資有価証券売却損益（△は益） △45,296

投資有価証券償還損益（△は益） 6,552

投資有価証券評価損益（△は益） 326,082

有形固定資産除却損 1,017

売上債権の増減額（△は増加） △852,166

たな卸資産の増減額（△は増加） 59,089

仕入債務の増減額（△は減少） 762,660

その他の資産の増減額（△は増加） △10,801

その他の負債の増減額（△は減少） 261,412

長期未払金の増減額（△は減少） △7,480

小計 1,697,636

利息及び配当金の受取額 45,390

利息の支払額 △16,613

法人税等の支払額 △102,483

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,623,931

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △116,526

有形固定資産の取得による支出 △104,187

無形固定資産の取得による支出 △12,352

子会社株式の取得による支出 △20,000

投資有価証券の取得による支出 △276,860

投資有価証券の売却による収入 414,665

投資有価証券の償還による収入 160,819

投資活動によるキャッシュ・フロー 45,556

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △500,000

長期借入金の返済による支出 △27,747

配当金の支払額 △158,284

財務活動によるキャッシュ・フロー △686,031

現金及び現金同等物に係る換算差額 △122,072

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 861,384

現金及び現金同等物の期首残高 1,614,892

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,476,276
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲の変更

株式会社サンコミュニケーションズは、平成20年４月１日付で、当社を存続会社とする吸収合併を行い消滅し

たため、連結の範囲から除外しております。

２　会計処理基準に関する事項の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　　たな卸資産

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号)を第１

四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切り下げ

の方法)に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ17,579千円減少しております。なお、セグメント

情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18

年5月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行なって

おります。なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社及び国内連結子会社は、平成20年度法人税法の改正による法定耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計

期間より耐用年数の変更を行なっております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ1,950

千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

ります。

2,395,610千円 2,251,125千円

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の処理について

は、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行なわれたものとし

て処理しております。当第３四半期連結会計期間末

日満期手形の金額は次のとおりであります。

※２　　　　　　　―――――――

受取手形　　　　　　　　　　　　4,379千円

支払手形　　　　　　　　　　　205,679千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当及び賞与　　　　　　　　   774,416千円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　 　 49,649千円

退職給付費用　　　　　　　　 　　　 23,731千円

役員賞与引当金繰入額　　　　　　 　 15,556千円

役員退職慰労引当金繰入額　　　　　   1,696千円

減価償却費　　　　　　　　　　 　　 28,874千円

研究開発費　　　　　　　　　　　 1,384,426千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　　 892千円

のれん償却額　　　　　　　　　　   359,456千円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

その他　　　　　　　　　　　　　　　 1,017千円 

 計　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,017千円

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当及び賞与　　　　　　　　 　334,842千円 

退職給付費用　　　　　　　　　　　　 5,774千円 

役員賞与引当金繰入額　　　　　　　　 5,880千円 

役員退職慰労引当金繰入額　　　　　　　 514千円 

減価償却費　　　　　　　　　　　　　 9,875千円 

研究開発費　　　　　　　　　　　 　484,673千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　 5,458千円

のれん償却額　　　　　　　　　　 　119,818千円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

その他　　　　　　　　　　　　　　　 　721千円

計　　　　　　　　　　　　　　　　　 　721千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,463,633千円

有価証券 219,246千円

　　　計 2,682,879千円

預入期間が３か月超の定期預金 △206,602千円

現金及び現金同等物 2,476,276千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,840,400

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 288,100

　

３　新株予約権等に関する事項

(1) 新株予約権

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 普通株式 64,000 136

合計 64,000 136

(2) ストック・オプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第３四半期

連結会計期間末残高
(千円)

連結子会社 ― ― 59,034

合計 ― 59,034

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 158,284 15平成20年3月31日 平成20年6月27日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　 当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

及び
当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、当

四半期連結会計期間末におけるリース取引残高に前連結

会計年度末に比べて著しい変動が認められます。

(借主側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び四半期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相当額
(千円)

四半期末
残高相当額
(千円)

有形固定資産
(その他)

276,70149,195227,506

無形固定資産
(その他)

10,50010,316 183

合計 287,20159,511227,689

２　未経過リース料四半期末残高相当額等
未経過リース料四半期末残高相当額

１年内 88,560千円　　

１年超 155,466千円

合　計 244,026千円
 
(注) このうち転リース物件に係る未経過リース料の期末

残高相当額は236,262千円(うち1年内84,350千円)で

あります。

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
(四半期連結累計期間)

支払リース料 44,575千円

減価償却費相当額 40,970千円

支払利息相当額 5,303千円

(注) このうち転リース物件に係る支払リース料は、

38,167千円であります。
(四半期連結会計期間)
支払リース料 23,397千円

減価償却費相当額 21,503千円

支払利息相当額 3,334千円

(注) このうち転リース物件に係る支払リース料は、

21,523千円であります。
４　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
５　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。
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　 当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

及び
当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、当

四半期連結会計期間末におけるリース取引残高に前連結

会計年度末に比べて著しい変動が認められます。

(貸主側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び四半期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相当額
(千円)

四半期末
残高相当額
(千円)

有形固定資産
(その他)

255,06434,926220,137

合計 255,06434,926220,137

２　未経過リース料四半期末残高相当額

１年内 84,350千円

１年超 151,911千円

合　計 236,262千円

３　受取リース料、減価償却費相当額及び受取利息相当額

(四半期連結累計期間)

受取リース料 38,567千円

減価償却費相当額 34,926千円

受取利息相当額 5,469千円

　上記の物件は全て転リースによる物件であります。

(四半期連結会計期間)

受取リース料 21,679千円

減価償却費相当額 19,732千円

受取利息相当額 3,725千円

　上記の物件は全て転リースによる物件であります。

４　利息相当額の算定方法
利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ当該有価証券の

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

取得原価(千円)
四半期連結貸借
対照表計上額
(千円)

差額(千円)

(1)株式 272,037 225,867 △46,170

(2)債券 93,600 90,210 △3,390

(3)その他 1,382,4781,128,910△253,567

合計 1,748,1161,444,988△303,128

(注)当第３四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のある銘柄について326,082千円の減損処理を実施しま

した。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落している銘柄は全て、30％以

上50％未満下落している銘柄については、過去一定期間の時価の推移等により回復可能性を判定して減損処理を行

なっております。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の運営において重要なものとなっており、かつ、当該取引の

契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

種類 契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円)

為替予約取引

　買建

　　米ドル ― ― ―

合計 ― ― ―

　

(ストック・オプション等関係)

一部の連結子会社においてストック・オプションを付与しておりますが、重要性がないため記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

パチンコ
関連事業
(千円)

情報・通信
関連事業
(千円)

樹脂成形
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,411,0511,092,904417,57030,2013,951,727― 3,951,727

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― 7,960 7,960(7,960) ―

計 2,411,0511,092,904417,57038,1613,959,687(7,960)3,951,727

営業利益(又は営業損失) 525,560△18,942113,640△6,715613,542(216,751)396,790

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

パチンコ
関連事業
(千円)

情報・通信
関連事業
(千円)

樹脂成形
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

6,452,9763,316,001838,71784,49610,692,193― 10,692,193

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― 14,98014,980(14,980) ―

計 6,452,9763,316,001838,71799,47610,707,173(14,980)10,692,193

営業利益(又は営業損失) 1,263,498112,113195,077△22,1891,548,499(587,174)961,325

(注)　１　事業区分の方法 

　　事業は、製品系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２　各区分の主な製品・サービス 

　(1) パチンコ関連事業…………パチンコ制御基板、パチンコホール内情報化システム 

　(2) 情報・通信関連事業………デジタルコンシューマー機器、コンテンツ配信、 

　　　　　　　　　　　　　　　モバイルデータトランスファー機器 

　(3) 樹脂成形事業………………樹脂成形品 

　(4) その他の事業………………金型、家庭用パッケージゲームソフト

 ３　会計方針の変更 

(棚卸資産の評価に関する会計基準) 

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号)を第１四

半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切り下げの

方法)に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の

営業利益がパチンコ関連事業で10,537千円、情報・通信関連事業で7,010千円、樹脂成形事業で30千円それぞ

れ減少しております。 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い) 

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18

年5月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行なってお

ります。なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の営業利益に与える影響はありません。

 ４　追加情報 

(有形固定資産の耐用年数の変更) 

　当社及び国内連結子会社は、平成20年度法人税法の改正による法定耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結

会計期間より耐用年数の変更を行なっております。 

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益がパチンコ関連事業で1,950千円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

日本
(千円)

中東
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,291,584125,970534,1723,951,727 ― 3,951,727

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 519,315 ― 519,315(519,315) ―

計 3,291,584645,285534,1724,471,042(519,315)3,951,727

営業利益(又は営業損失) 396,207188,673△71,297513,583(116,793)396,790

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

日本
(千円)

中東　
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,884,091325,5131,482,58710,692,193 ― 10,692,193

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 1,241,369 ― 1,241,369(1,241,369)―

計 8,884,0911,566,8821,482,58711,933,562(1,241,369)10,692,193

営業利益 822,520490,279 6,4951,319,295(357,970)961,325

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

　(1) 中東…………イスラエル 

　(2) 北米…………米国

 ３　会計方針の変更

(棚卸資産の評価に関する会計基準) 

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号)を第１四

半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切り下げの

方法)に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の

営業利益が日本で17,579千円減少しております。 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い) 

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18

年5月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行なってお

ります。なお、この変更に伴う当第３四半期連結累計期間の営業利益に与える影響はありません。

４　追加情報 

(有形固定資産の耐用年数の変更) 

　当社及び国内連結子会社は、平成20年度法人税法の改正による法定耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結

会計期間より耐用年数の変更を行なっております。 

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益が日本で1,950千円減少しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

北米
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

Ⅰ　海外売上高(千円) 534,991 134,853 669,845

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 3,951,727

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.5 3.4 16.9

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

北米
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,484,967 336,970 1,821,937

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 10,692,193

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

13.9 3.1 17.0

(注)　１　国又は地域は、地理的近接度によっております。 

２　各区分に属する主な国又は地域 

　(1) 北米…………米国 

　(2) その他………イスラエル等 

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

894円97銭 870円61銭

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 9,503,154 9,187,107

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円) 59,170 136

　(うち新株予約権) (千円) (59,170) (136)

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額 (千円) 9,443,983 9,186,971

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数

(千株) 10,552 10,552

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 42円88銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　　38円13銭

(注)１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益

　四半期純利益(千円) 452,481

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式に係る四半期純利益(千円) 452,481

　普通株式の期中平均株式数(千株) 10,552

潜在株式調整後１株当たり四半期利益

　四半期純利益調整額(千円) △50,128

　　(うち持分変動損失) (△50,128)

　普通株式増加数(千株) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 4円15銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失 △0円55銭

(注)１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益

　四半期純利益(千円) 43,826

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式に係る四半期純利益(千円) 43,826

　普通株式の期中平均株式数(千株) 10,552

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失

　四半期純利益調整額(千円) △49,593

　　(うち持分変動損失) (△49,593)

　普通株式増加数(千株) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

　

(重要な後発事象)

　
該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年２月１２日

サ ン 電 子 株 式 会 社

取 締 役 会　御 中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　島　和　憲

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　柴　山　昭　三

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　楠　元　　　宏

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサン

電子株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サン電子株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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